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院
指
定
「
資
源
枯
渇
都
市
（
44
都
市
）」
と
し

て
、
資
源
型
都
市
か
ら
の
転
換
戦
略
の
実
施
を

最
優
先
課
題
と
し
て
い
る
。
そ
の
一
環
で
現
在
、

全
国
有
数
の
生
産
量
の
セ
メ
ン
ト
産
業
に
お
い

て
余
熱
発
電
が
進
み
つ
つ
あ
る
。
更
に
、
石
炭

水
ス
ラ
リ
ー
加
圧
ガ
ス
化
技
術
の
レ
ベ
ル
は
非

常
に
高
く
、
温
泉
６
カ
所
、
７
つ
の
湿
原
等
の

生
態
環
境
や
文
化
的
資
源
を
活
用
し
た
観
光
・

サ
ー
ビ
ス
産
業
（「
微
山
湖
湿
地
国
家
リ
ゾ
ー

ト
」
整
備
等
）
に
も
優
位
性
を
有
す
る
、
と
来

日
し
た
徐
建
民
棗
荘
市
経
済
貿
易
委
員
会
主

任
は
力
説
す
る
。

ま
た
、
王
偉
棗
荘
市
環
境
保
護
局
副
局
長
に

よ
れ
ば
、
汚
染
排
出
削
減
に
つ
い
て
は
、
重
点

の
一
つ
が
火
力
発
電
所
の
S
O
2

排
出
削
減
の

た
め
の
脱
硫
で
あ
り
、
技
術
・
設
備
導
入
に
加

え
て
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
整
備
が
課
題
で
あ
り
、
加

え
て
市
内
９
カ
所
の
生
活
汚
水
処
理
場
の
汚
泥

の
処
理
技
術
・
設
備
導
入
も
、
特
に
日
本
企
業

に
協
力
を
求
め
た
い
重
点
で
あ
る
と
い
う
。

日
本
か
ら
の
協
力
を
希
望
す
る
ニ
ー
ズ
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
は
、
各
種
産
業
分
野
の
案
件
を
含
め

る
と
22
件
あ
る
が
、こ
こ
で
は
そ
の
内
の
省
エ
ネ
・

環
境
分
野
の
６
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ

し
た
（
表
１
）。
余
熱
発
電
、
熱
電
併
給
、
中

水
再
利
用
等
で
あ
る
（
詳
細
は
当
会
事
業
開
発

部
ま
で
。
以
下
同
様
）。

聊
城
市　
山
東
省
西
部
に
位
置
し
、
面

積
は
8
7
1
5
平
方
キ
ロ
、
人
口

地
方
展
開
を
深
め
る

日
中
省
エ
ネ
環
境
ビ
ジ
ネ
ス

推
進
の
可
能
性

事
業
開
発
部
次
長　

十
川 

美
香

4 月 29 日、30 日
の日程で中国を公
式訪問した麻生総
理大臣の主な訪中
成果の一つとして

「 日中 環 境・省エ
ネ総合協力プラン」
が提起された。
外務省の発表によ
れば、「日中環境・
省エネ総合協力プ
ラン」とは、「対中
環境・省エネ協力
を地方においても
積極的に展開する

ことを目的として、重点分野である水、大気等環境汚染対策、廃棄物対策、3R、コ
ベネフィット・アプローチおよび石炭に係る取組を集中的に実施。更に、『第 4 回省
エネルギー・環境総合フォーラム』の地方展開や、地方政府との対話や地方企業と
のビジネスマッチングを実施」することを趣旨としている。中国の地方での省エネ・
環境協力の積極的展開をより重視する方向と言えよう。
当会では、すでに 2007 年度後半より、経済産業省の支援のもとで山東省、天津市
等を重点とした日中企業間の省エネ・環境ビジネス推進に取り組んでおり、今年度は、
これら重点地方をフォローアップしながら、中西部、東北部等へと展開させる考えで
ある。「日中環境・省エネ総合協力プラン」で示された賛同を糧として、日中両国の
産業界に裨益する、より効果的なアプ
ローチが期待されている。
さる 09 年 3 月には、すでに先行して
いる山東省と天津市から、日本の省エ
ネ・環境技術運用の実態を視察するミッ
ション（外事弁公室による）を受け入れ
た。本ミッションに参加した山東省の３
市（棗庄市、聊城市、淄博市）代表に
よるニーズ情報を取りまとめ、日本の省
エネ・環境ビジネス推進への可能性をレ
ポートする。

山
東
省
３
市
の
省
エ
ネ
・

環
境
ニ
ー
ズ
情
報

棗
庄
市　
面
積
は
4
5
6
3
平
方
キ
ロ
、

人
口
3
8
0
万
人
。主
要
産
業
は
化
学
、

紡
織
、
機
械
、
建
材
、
食
品
等
で
あ
る
が
、
旧

来
の
炭
鉱
を
背
景
と
し
た
山
東
省
唯
一
の
国
務

東京ミッドタウンでの視察

千葉県大気情報管理システム視察
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5
8
0
万
人
。
ア
ジ
ア
最
大
規
模
の
電
解
ア
ル

ミ
生
産
基
地
（
約
60
万
ト
ン
）
が
あ
り
、
化
学

工
業
、
製
紙
業
な
ど
、
全
国
有
数
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

多
消
費
産
業
が
あ
る
一
方
、
無
公
害
野
菜
、
食

用
キ
ノ
コ
栽
培
等
、
生
態
環
境
が
重
視
さ
れ
る

農
業
も
重
要
な
産
業
で
、
国
家
級
歴
史
文
化
名

城
、
中
国
優
秀
旅
遊
都
市
、
国
家
衛
生
都
市
、

省
級
園
林
都
市
に
も
指
定
さ
れ
て
い
る
。

呂
昭
華
聊
城
市
経
済
貿
易
委
員
会
副
主
任
に

よ
れ
ば
、
09
年
は
11
・
5
計
画
の
省
エ
ネ
目
標

実
現
に
と
っ
て
決
定
的
な
意
味
を
有
す
る
１
年

で
あ
り
、
省
エ
ネ
・
汚
染
排
出
削
減
は
、
内
需

拡
大
と
新
成
長
ポ
イ
ン
ト
育
成
の
重
要
な
分
野

と
さ
れ
て
い
る
。
特
に
重
点
は
、
①
構
造
調
整

の
積
極
推
進
、②
省
エ
ネ
投
入
の
拡
大
（
三
つ
の

「
省
エ
ネ
1
0
0
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
等
）、
③
循

環
経
済
の
安
定
的
発
展
、
④
ク
リ
ー
ナ
ー
プ
ロ

ダ
ク
シ
ョ
ン
の
全
面
的
推
進
、
⑤
省
エ
ネ
メ
カ
ニ

ズ
ム
構
築
、
⑥
省
エ
ネ
法
の
執
行
強
化
、
⑦
省

エ
ネ
宣
伝
の
展
開
で
あ
る
。

ま
た
劉
耀
国
聊
城
市
環
境
保
護
局
副
局
長

か
ら
は
、
07
年
か
ら
「
重
点
企
業
監
督
管
理
規

則
」
に
基
づ
き
、
市
の
監
督
管
理
重
点
対
象
の

1
3
0
企
業
（
排
出
総
量
の
約
90
％
を
占
め

る
）、
８
都
市
汚
水
処
理
場
の
現
場
巡
回
が
毎

月
行
わ
れ
、
監
督
管
理
が
強
化
さ
れ
て
い
る
実

態
が
説
明
さ
れ
た
。

当
面
の
省
エ
ネ
・
環
境
ニ
ー
ズ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
は
７
案
件
あ
る
（
表
２
）。
藁
の
総
合
利
用
、

粉
炭
ブ
リ
ケ
ッ
ト
製
造
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
、

表１　棗荘市の省エネ・環境プロジェクトニーズ概要

表２　聊城市の省エネ・環境プロジェクトニーズ概要

棗荘市 プロジェクト名 概要 企業名

省エネ等 ２×300MW ボタ総合利用熱
電コジェネレーション拡張

２×300MW ボタ総合利用熱電コジェネレーション拡張で、年間 33 億ｋWh
の発電、880 万 GJ の熱供給を行い、分散型の居住区小型ボイラー143 台

（300.8ｔ/ ｈ）、工業用小型ボイラー 20 台（総容量 100ｔ/ ｈ）を代替、
98 万ｔ標準炭 / 年の節約が可能となる。

棗荘八一水煤漿熱
電有限責任公司

省エネ等 35MW カーボンブラック燃焼
排ガス発電熱供給ユニット

山東百斯達化工有限公司の15 万ｔ/ 年の新プロセスによるカーボンブラッ
ク生産装置から発生する排ガスから135ｔ/ ｈの高温スチームを得ることで
11.2 万ｔ標準炭 / 年を節約。

山東王晁煤電集団
熱電有限公司

省エネ等 自社低温余熱発電ステーショ
ン

9MW の純低温余熱総合利用発電ステーション（タービン発電機・システム、
5,000ｔ/ 日セメントキルン冷却機余熱ボイラー、排ガス余熱ボイラーを含む）
を建設し1万 9,174ｔ標準炭 / 年を節約。

山東申豊水泥集団
有限公司

省エネ等 コークス炉余熱熱電コジェネレ
ーション

２×15MW の余熱発電、国産の余熱ボイラー、タービン、脱硫集塵タワー等
の購入。LRJ--2000 型クリーン熱加工ボイラーから発生する余熱を利用して
発電。

棗荘聯豊焦電実業
有限公司

環境 中水再利用
水資源、特に地下水資源に限りがあるところ、南水北調東線事業に当たり、
当社の汚水排出も一定の規制を受けており、汚水を高度処理し生産ラインで
再利用することにより、真水の使用量を減らすことが必要。

兗鉱国泰化工有限
公司

環境 自社発電所の脱硫 静電集塵機、脱硫タワー、コントロール室等を導入し、排煙の SO2 平均含有
量を減らし、大気環境を保全する。

遠通紙業（山東）有
限公司

聊城市 プロジェクト名 概要 企業名

環境
環境保護モニタリングネットワ
ークとデータオンラインコント
ロールに基づく流動床ボイラー
乾式脱硫プロジェクト

国内の脱硫市場は巨大なものがあり、循環流動床ボイラーの乾式脱硫技術に
はイニシャルコストもランニングコストも安いという優位性があるが、カルシウ
ム基の脱硫剤のカルシウム利用率の向上、脱硫触媒の開発等の課題解決が必
要であり、日本企業から、カルシウム基脱硫剤触媒、脱硫プロセスの自動制
御技術に関する研究開発の協力、技術支援を得たい。

山東碧水藍天環境
工程有限公司

省エネ等 藁（200 万ｔ/ 年）綜合利用

藁を主要原料（年間 200 万ｔを処理）とし、藁パルプ製造クリーナープロダ
クション自主技術、環境配慮型の原色での藁パルプ製造技術、藁パルプ製造
廃液・リグニン有機肥料生産技術を採用して、環境配慮型・原色パルプ製造（80
万ｔ）、環境配慮型原色製紙（60 万ｔ）、環境配慮型弁当箱（200 億セット）、
緑色有機肥料（120 万ｔ）及び熱供給系統、環境汚染物質処理系統等の施
設を整備する計画に対し、ファイナンスを伴うプロジェクト協力を希望。

山東泉林紙業有限
公司

省エネ等 粉炭、コークスブリケット・粘
着剤生産 (8 万ｔ）

（ブリケット粘着剤 50ｔ/ 日生産等）省エネ乾燥タワーとブリケットプラント
を日本企業から導入したい。

山東東阿創新科技
開発有限公司

省エネ等 タービン循環水集中熱供給
2 台の抽出タービンの技術改造により、低真空・水循環利用の熱供給を実現し、
同時に循環水の熱供給管網システムを整備して、最大160 万㎡の暖房を実現
するに当たり、熱水ネットワーク調節コントロールシステム或いはシステム設
備を日本企業から導入したい。

東阿華通熱電有限
公司

省エネ等 エコノミー電動自動車

時風電動車の電力消費は 1,200kWh、標準炭換算で 428.4kg であり、１
台の時風電動車は年間 560.38kg 標準炭の節約が可能。当該技術は、国家
11・5“863” 計画に盛り込まれており、中規模試験段階にある。既存設備を
整理・利用し、部分的に生産設備を増やすなかで、先進的な電動自動車製造
技術を日本企業から導入したい。

山東時風（集団）有
限責任公司

省エネ等 循環水集中暖房
既存の 2 台のガス抽出タービン発電ユニットの技術改造を行い、低真空循環
水利用の暖房を実現。同時に、循環水熱供給管網システムを建設し、集中暖
房面積を 80 万 m2 とする。循環水暖房新技術、熱電ユニットの省エネ技術
を日本企業から導入したい。

山東高唐熱電廠

省エネ等 ２×15MW タービン発電ユニッ
ト

とうもろこしの茎、麦藁及び綿の茎等の農業廃棄物利用によりエネルギー節
約をはかる。09 年 5 月に当初プロジェクトは完成するところ、さらに先進的
バイオマス発電技術を日本企業から導入したい。

国電聊城生物質発
電有限公司
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熱
電
併
給
に
加
え
、特
に
「
山
東
時
風
（
集
団
）

有
限
公
司
」
の
エ
コ
ノ
ミ
ー
電
気
自
動
車
は
、

全
国
的
に
注
目
さ
れ
始
め
て
い
る
。

 淄
博
市　
国
務
院
が
批
准
し
た
「
山
東
半

島
経
済
開
放
区
都
市
」
の
「
比
較
的
大

き
い
都
市
」
で
あ
り
、
面
積
5
9
6
5
平
方

キ
ロ
、
人
口
4
2
0
万
人
。
斉
魯
石
油
化
工

公
司
を
中
心
と
し
て
、
石
油
化
学
工
業
、
セ
ラ

ミ
ク
ス
、
紡
績
、
医
薬
、
建
材
な
ど
の
産
業
が

立
地
す
る
。
大
中
小
企
業
が
連
携
し
、
都
市
と

農
村
が
一
体
的
に
発
展
し
て
い
る
が
、
高
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
、
高
汚
染
の
産
業
か
ら
の
転
換
は
難

し
く
、
深
刻
な
都
市
環
境
汚
染
に
直
面
。
市
の

単
位
面
積
当
た
り
G
D
P
、
単
位
面
積
当
た

り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
お
よ
び
単
位
面
積
当
た
り

S
O
2

は
、
い
ず
れ
も
省
内
１
位
で
あ
る
。

そ
こ
で
市
を
挙
げ
、
科
学
的
発
展
観
に
よ
る

生
態
文
明
の
建
設
推
進
、
環
境
立
市
戦
略
の
実

施
、「
碧
水
藍
天
行
動
計
画
」
策
定
、
国
家
環

境
模
範
都
市
の
認
定
確
保
、
生
態
モ
デ
ル
都
市

の
構
築
な
ど
の
一
連
の
政
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

今
回
は
、
具
体
的
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
情
報
の
提

示
は
な
か
っ
た
が
、
劉
瑩
珍
淄
博
市
環
境
保
護

局
規
劃
国
際
合
作
科
長
に
よ
れ
ば
、
①
石
油
化

学
工
業
、
医
薬
産
業
の
生
産
プ
ロ
セ
ス
で
の
有

機
原
料
に
よ
る
異
臭
処
理
技
術
（
化
学
工
業
企

業
は
1
4
0
0
社
、
一
定
規
模
以
上
の
も
の
は

6
0
3
社
）、
②
小
規
模
発
電
所
の
ボ
イ
ラ
ー

の
省
エ
ネ
改
造
（
38
電
力
生
産
企
業
、
設
備
容

量
は
4
1
5
万
kW
）、
③
セ
メ
ン
ト
、
電
力
業

界
の
集
塵（
セ
メ
ン
ト
37
工
場
、94
生
産
ラ
イ
ン
、

年
産
約
1
6
0
0
万
ト
ン
）、
④
塩
化
学
工
業

の
高
塩
基
廃
水
処
理
（
例
：
東
大
化
工
の
エ

ポ
キ
シ
プ
ロ
パ
ン
廃
水
処
理
）
に
つ
い
て
、
日
本

企
業
か
ら
の
環
境
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
が
期
待
さ
れ

て
い
る
。

省
エ
ネ
・
環
境
ビ
ジ
ネ
ス

推
進
の
可
能
性

今
回
３
市
か
ら
示
さ
れ
た
ニ
ー
ズ
を
一
覧
す

る
限
り
、
果
た
し
て
日
本
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
推

進
の
可
能
性
が
見
出
せ
る
の
か
、
疑
問
を
感
じ

る
人
も
多
い
と
思
う
。
行
政
官
の
立
場
か
ら
の

ニ
ー
ズ
説
明
は
、
合
理
的
に
整
理
さ
れ
て
分
か

り
や
す
い
一
方
、
企
業
や
事
業
者
な
ど
当
事
者

の
解
決
し
た
い
悩
み
は
直
接
伝
わ
り
に
く
い
。

ま
た
、
現
場
の
ニ
ー
ズ
と
日
本
企
業
の
提
供
し

得
る
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
と
の
間
に
、
技
術
レ
ベ
ル

や
コ
ス
ト
面
お
よ
び
認
識
の
ギ
ャ
ッ
プ
が
在
り

得
る
こ
と
も
否
定
で
き
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、

今
回
の
来
日
時
の
日
中
双
方
関
係
者
と
の
意
見

交
換
な
ど
を
通
し
て
、
今
回
の
ニ
ー
ズ
情
報
の

な
か
に
も
、
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
に
つ
な
が
り
得
る

以
下
の
制
度
的
要
素
を
見
出
す
こ
と
は
で
き
る
。

地
方
基
準
に
よ
る
規
制
強
化

第
一
に
、重
要
水
系
（
海
河
、淮
河
、小
清
河
、

南
水
北
調
等
）
に
か
か
わ
る
汚
水
排
出
処
理
基

準
に
つ
い
て
、
山
東
省
で
の
地
方
上
乗
せ
基
準

が
整
備
さ
れ
、
な
か
に
は
年
毎
の
段
階
的
強
化

が
定
め
ら
れ
て
い
る
基
準
も
あ
り
、
さ
ら
に
重

要
な
こ
と
は
、
重
点
汚
染
源
へ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
設
置
や
現
場
巡
回
査
察
等
を
通
し

て
、
規
制
実
施
の
監
督
・
管
理
が
厳
格
化
さ
れ

て
き
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。

棗
庄
市
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
中
水
再
利
用
」

の
背
景
に
は
、
水
資
源
の
希
少
性
と
相
俟
っ
た

「
南
水
北
調（
東
線
）」
沿
線
企
業
へ
の
汚
水
排

出
規
制
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。「
山
東
省
南
水

北
調
工
程
沿
線
区
域
水
汚
染
防
止
条
例
（
07

年
1
月
1
日
施
行
）
で
は
、「
南
水
北
調
（
東

線
）」
幹
線
の
堰
堤
内
を
「
核
心
保
護
区
」、
幹

線
か
ら
15
キ
ロ
の
範
囲
を
「
重
点
保
護
区
」、
こ

れ
ら
以
外
の
沿
線
を
「
一
般
保
護
区
」と
定
め
、

こ
の
分
類
に
よ
り
汚
染
物
質
が
規
制
さ
れ
て
い

る
。
例
え
ば
、「
重
点
保
護
区
」で
の
都
市
汚
水

処
理
場
以
外
か
ら
の
す
べ
て
の
汚
水
排
出
に
つ

い
て
は
、
C
O
D
cr
負
荷
濃
度
は
60　
m
g
／

リ
ッ
ト
ル
以
下
と
い
う
厳
し
い
制
限
値
設
定
が

あ
る
（「
山
東
省
南
水
北
調
沿
線
水
汚
染
物

質
綜
合
排
出
基
準
（
D
B
3
7
/
5
9
9
ー

2
0
0
6
）」）。

ま
た
、「
海
河
流
域
水
質
汚
染
対
策
」
都

市
・
聊
城
市
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
藁
の
総
合
利

用
」
は
、
藁
パ
ル
プ
製
造
の
廃
水
に
よ
る
水

質
汚
染
問
題
を
背
景
と
し
た
も
の
で
、「
山

東
省
海
河
流
域
水
汚
染
物
質
綜
合
排
出
基
準

（
D
B
3
7
/
6
7
5
ー
2
0
0
7
）」
で
流
域

内
の
都
市
汚
水
処
理
場
以
外
か
ら
の
す
べ
て
の
汚

水
排
出
濃
度
の
制
限
値
が
３
段
階
を
踏
ん
で
強

化
さ
れ
、
09
年
7
月
１
日
か
ら
は
最
終
の
3
段

階
目
に
入
り
、
C
O
D
cr
負
荷
濃
度
は
、
水
域
に

よ
っ
て
60　
m
g
／
リ
ッ
ト
ル
以
下
、
あ
る
い
は

1
0
0
m
g
／
リ
ッ
ト
ル
以
下
に
制
限
さ
れ
る
。

こ
れ
ら
の
規
制
強
化
は
、
処
理
プ
ロ
セ
ス
等

対
策
の
グ
レ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
不
可
欠
と
し
、
高

度
な
処
理
を
得
意
と
す
る
日
本
企
業
に
と
っ
て
、

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
成
り
得
る
。
廃
水
処
理

以
外
に
も
、
山
東
省
で
の
地
方
基
準
の
整
備
は

続
い
て
い
る
（
表
３
）。

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
調
整
改
革
の
試
み

第
二
に
、
07
年
に
国
務
院
弁
公
庁
通
知
に
よ

り
試
行
さ
れ
た
「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
調
整
規

則
（
試
行
）」（
国
弁
発
〔
2
0
0
7
〕
53
号
）

環境経営理念を説明する「星のや軽井沢」吉川総支配人
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よ
り
も
コ
ス
ト
」
と
い
っ
た
、
日
本
企
業
に
不

利
な
中
国
の
現
場
の
障
害
を
解
消
す
る
に
は
、

行
政
責
任
者
、
企
業
経
営
者
か
ら
現
場
監
督
者

を
含
め
た
共
通
認
識
の
醸
成
を
は
か
る
地
道
な

努
力
が
不
可
欠
で
あ
ろ
う
。

今
回
の
来
日
受
け
入
れ
は
、
イ
ン
パ
ク
ト
の

あ
る
共
通
認
識
醸
成
の
方
法
と
し
て
、
東
京

に
基
づ
く
山
東
省
で
の
積
極
的
な
対
応
で
あ
る
。

本
規
則
（
原
文
は
「
弁
法
」）
は
、
小
火
力
発

電
を
温
存
さ
せ
て
い
た
従
来
の
発
電
指
標
配
分

制
度
を
改
革
し
、風
力
、太
陽
光
、バ
イ
オ
マ
ス
、

ク
リ
ー
ン
な
ご
み
焼
却
発
電
等
を
優
先
さ
せ
て
、

石
炭
消
費
と
汚
染
排
出
の
大
幅
な
削
減
を
目
指

す
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
あ
る
。
本
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
本

格
化
す
れ
ば
、
日
本
の
技
術
に
優
位
に
働
く
可

能
性
が
高
い
。

07
年
当
初
、
国
家
発
展
改
革
委
員
会
は
、

貴
州
、江
蘇
、河
南
、広
東
、四
川
の
５
省
を
「
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
調
整
改
革
」
の
試
点
に
指
定

し
、
山
東
省
は
試
点
で
は
な
い
が
、
山
東
省
政

府
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
弁
公
室
は
「
2
0
0
9
年

山
東
省
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
要
点
」
の
な
か
で
、

「
国
の
ア
レ
ン
ジ
に
基
づ
き
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
調
整
規
則
を
模
索
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
、
熱
電
併
給
お
よ
び
余
熱
余
圧
等
の

資
源
綜
合
利
用
発
電
・
電
力
供
給
を
優
先
さ
せ

る
」
と
打
ち
出
し
て
い
る
。
棗
荘
、
聊
城
両
市

の
省
エ
ネ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
多
く
は
、
こ
の
省
の

方
針
を
反
映
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
試
点

地
方
で
の
「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
調
節
改
革
」

は
、
新
設
火
力
発
電
所
へ
の
補
償
等
の
解
決
す

べ
き
問
題
に
も
直
面
し
て
い
る
と
さ
れ
る
が
、
省

エ
ネ
・
環
境
分
野
を
含
む
多
く
の
面
で
、
他
省

に
先
駆
け
た
各
種
の
試
み
を
実
施
し
て
き
た
山

東
省
で
の
省
エ
ネ
調
整
発
電
改
革
の
動
向
に
は
、

省
エ
ネ
・
環
境
ビ
ジ
ネ
ス
を
推
進
す
る
上
で
も

注
目
し
て
お
き
た
い
。

ビ
ジ
ネ
ス
推
進
への
共
通
認
識
醸
成

上
述
し
た
よ
う
な
規
制
の
強
化
や
制
度
改
革

を
チ
ャ
ン
ス
と
と
ら
え
、
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
に
向

か
う
前
提
と
し
て
、
当
事
者
同
士
で
省
エ
ネ
・

環
境
の
取
り
組
み
を
含
む
経
営
に
対
す
る
認
識

を
共
有
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

「
利
益
偏
重
」「
短
期
投
資
回
収
重
視
」「
性
能

ミ
ッ
ド
タ
ウ
ン
、
千
葉
県
、
エ
コ
タ
ウ
ン
（
市
原

エ
コ
セ
メ
ン
ト
）、
京
都
府
、
京
都
市
等
の
省
エ

ネ
・
環
境
現
場
で
の
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
取
組
み
に

つ
い
て
、
技
術
・
設
備
の
み
な
ら
ず
社
会
シ
ス

テ
ム
、
理
念
を
含
め
て
総
合
的
に
紹
介
し
、
そ

れ
ら
の
必
要
性
を
理
解
し
て
も
ら
う
こ
と
に
努

め
た
。
さ
ら
に
は
そ
れ
ら
を
、
人
と
し
て
心
地

良
い
も
の
と
し
て
体
感
し
て
も
ら
う
試
み
も
行
っ

た
。「
自
然
と
人
間
の
共
生
」
を
テ
ー
マ
と
す
る

温
泉
リ
ゾ
ー
ト
経
営
に
取
り
組
む
「
星
の
や
軽

井
沢
」
の
視
察
・
宿
泊
体
験
で
あ
る
。

「
星
の
や
軽
井
沢
」
の
取
り
組
み
は
、
創
業

者
時
代
の
1
9
2
9
年
の
自
家
水
力
発
電
開

始
に
ま
で
遡
り
、
地
中
熱
、
温
泉
排
熱
、
冷
房

機
の
排
熱
を
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
で
活
用
す
る
シ
ス

テ
ム
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
75
％
の
達
成

（
2
年
で
投
資
を
回
収
）、
地
元
農
家
と
連
携

し
た
ゴ
ミ
・
リ
サ
イ
ク
ル
、
野
生
動
植
物
の
専

門
家
集
団
に
よ
る
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
活
動
を
展

開
中
で
、
グ
リ
ー
ン
購
入
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
エ
コ

ロ
ジ
カ
ル
ポ
イ
ン
ト
を
活
用
し
た
目
標
の
定
量

化
が
は
か
ら
れ
、
顧
客
満
足
度
（
顧
客
の
50
％

が「
非
常
に
満
足
」）と
経
常
利
益（
20
％
確
保
）

と
相
俟
っ
て
実
現
さ
せ
て
い
く
環
境
経
営
の
理

念
が
貫
か
れ
て
い
る
。

「
今
回
の
体
験
は
棗
荘
の
温
泉
リ
ゾ
ー
ト
運

営
に
も
役
立
て
た
い
」
と
語
る
徐
建
民
棗
荘
市

経
済
貿
易
委
員
会
主
任
の
笑
顔
か
ら
は
、
共
通

認
識
醸
成
の
確
実
な
一
歩
が
感
じ
ら
れ
る
。
更

な
る
進
展
を
加
速
さ
せ
た
い
。

名称 基準番号 批准機関 実施時期
山東省半島流域水汚染物綜合排出基準 DB37/676-2007 山東省政府 2007 年 10 月1日
山東省海河流域水汚染物綜合排出基準 DB37/675-2007 山東省政府 2007 年  7 月1日
山東省小清河流域水汚染物綜合排出基準 DB37/656-2006 山東省政府 2007 年  4 月1日
山東省南水北調沿線水汚染物綜合排出基準 DB37/599-2006 山東省政府 2006 年  3 月1日

（山東省）澱粉加工工業水汚染物排出基準 DB37/595-2006 山東省政府 2006 年 1月10 日
（山東省）飲食業油煙排出基準 DB37/597-2006 山東省政府 2006 年 1月10 日
（山東省）セメント工業大気汚染物排出基準 DB37/532-2005 山東省政府 2005 年 5 月1日
（山東省）紡織染整工業水汚染物排出基準 DB37/533-2005 山東省政府 2005 年 5 月1日
（山東省）畜禽養殖業汚染物排出基準 DB37/534-2005 山東省政府 2005 年 5 月1日
（山東省）製紙工業水汚染物排出基準 DB37/336-2003 山東省政府 2003 年 5 月1日

表３　地方環境保護基準届出情報（国家環境保護部 2009 年 4 月 9 日発表）から

京都府・洛西浄化センター視察 自然の風を取り込む「星のや軽井沢」の屋根




